議会運営委員会会議録（要旨）
	日　時
	平成25年７月18日(木)　午後１時30分～午後４時38分

	場　所
	長久手市役所本庁舎　２階　委員会室

	出席者
	議　員
	委員長　佐野尚人　副委員長　さとうゆみ
委　員　青山直道　浅井たつお　伊藤祐司　加藤和男　
川合保生　水野とみ子
議　長　正木祥豊　副議長　加藤武

	
	事務局
	事務局長　同補佐　書記


１　あいさつ
　(1)　議長
　(2)　委員長
２　議題
(1)　議員報酬について
（委員長）・　調査事項について事務局から報告してほしい。
（事務局）・　元全国都道府県議会議長会の野村氏に確認したところ、特別職報酬等審議会
（以下、「報酬審」という。）の答申を受けてではなく、議会独自で議員報酬を
決めている議会は聞いたことがないとのこと。ただ、会津若松市議会が議員報
酬の額が適正であるか、１年かけて調査したという事例はあるようだ。
（委　員）・　市長は、議会が独自に報酬を決められないことを知っていたのか確認すべき
　　　　　 ではないか。
　　　　 ・　報酬審から議長に答申をしてもらい、議会が議案を提出する方法もある。報
酬の額については議会の判断になるため、報酬審の答申をそのまま受入れない
こともあり得る。
　　　　 ・　市長が報酬審に諮らないまま報酬に関する議案を提出しても、地方自治法違
反ではないとした判例もあるようだが、第三者機関に諮る方が望ましいと思う。
議案は、市長側から提出してもらう方がよい。
　　　　 ・　議会として主導権は握るべきと思うが、そのために条例を改正するのは手間
　　　　　 がかかる。運用として市長と議長が打ち合わせを行った上で、市長が報酬審を
開くようにしてはどうか。その場合、議長へ答申してもらい、議員提案で条例
を提出したい。
　　　　 ・　議員の意見が分かれている現状では、新たな条例や規則の制定は難しい。
（副委員長）・　松阪市議会では、諮問機関について基本条例で規定し、議会が独自で議員の
　　　　　 報酬を決めている。議会独自で諮問機関を設置すると、委員の報酬が発生する。
（委員長）・　議会独自で諮問機関を設置する場合、条例の制定も含め時間がかかる。これ
までの議会運営委員会（以下、「議運」という。）での議論を市長に回答したい。
議会としては、従来どおり報酬審に諮ることとし、市長と議長が打ち合わせを
行った上で、市長が報酬審を開くという方法を提案することでよいか。
（副委員長）・　現条例で、報酬審から議長に答申を出すことは可能なのか。
（委　員）・　答申については、不明である。議案の提出については、湯河原市議会では議
員側が行っている。
　　　　 ・　議運が決めた方向性について、市長がそのまま受け入れるのか確認する必要
　　　　　 がある。
＜休憩　14：29＞
＜再開　14：35＞
（委員長）・　議運としての方向性を決めたい。以下の２つの手段のうち、いずれがよいと
　　　　　 思うか。
1 従来の報酬審のスキームの中で、市長は議長と調整した上で報酬審を開くこ
ととし、議長にも答申してもらう。また、議員の報酬についての議案は、議員
提出議案として提出する。
2  議会独自で諮問機関を設置し、議員の報酬を決める。
＜採決により、②多数＞
（委　員）・　法的な裏付けなどきちんと確認した上で全員協議会に諮るべき。
（結　論）・　市長への提案の前に、正副委員長、事務局で議会独自の諮問機関が設置可能
か法的裏付けを調査し、次回の議運で報告する。議運での検討後、これまでの
経過を全員協議会に報告する。
 (2)　予算・決算審査について
（委員長）・　調査事項について事務局から報告してほしい。
（事務局）・　横須賀市議会、三重県議会の予算・決算常任委員会について説明。当市議会
で実施するためには、条例の改正が必要。
（委員長）・　横須賀市議会のスキームを試行的に当市議会で実施するならば、各常任委員
　　　　　 会の正副委員長を予算・決算特別委員会の構成委員とし、各常任委員会とは別
に分科会を実施する方法が考えられる。各常任委員会の正副委員長は、分科会
での議論を予算・決算特別委員会で報告・審査することにより、予算・決算
審査の精度を上げていくことが可能なのではないか。
＜休憩　15：36＞
＜再開　15：43＞
(3)　議会改革について
（委員長）・　議場へのパソコン等の持込に関する規定について、持込を許可している議会
のうち、明文化している議会はほとんどなく、口頭での申し合わせで運用して
いる議会が多いようだ。パソコン等の持込をまず試行していくという方向性で
よいか。
＜異議なし＞
（結　論）・　まずは議場から環境整備を行う。議場の環境整備が整い次第、議場でのＰＣ
　　　　　 持込を試行していく。事務局は、議場での環境整備について事務を進めること。
(4)　地区懇談会について
（委員長）・　事務局と日程及び会場の調整をして各議員にFAXを送付しようと思う。小　　　　　
　　　　　 学校区毎で６会場あるので、各校区の議員に割り振ることでどうか。
（委　員）・　自分の校区の市民とは日ごろ話をする機会があるはずなので、自分の校区で
　　　　　 はない所へ出て行った方がよいのではないか。議会として行う事業であるから、
　　　　　 地元の議員だけが話を聞くということではなく、別の校区の議員も出席するべ
　　　　　 き。
　　　　 ・　以前会派で地区懇談会を行った際、市民からは地元の話だけではなく幅広い
　　　　　 意見が出された。複数人いれば回答にも窮しないだろうから、地元の校区にこ
　　　　　 だわる必要はない。
（委員長）・　１会場５人で地元校区に関係なく６日間の割り振り表を作れば良いか。
（結　論）・　正副委員長が日程・会場を含めた割り振り表の案を作成し、次回の議運で提
　　　　　 示する。
３　その他
(1)　事務局報告
　　　定数改善計画の早期策定と義務教育費国庫負担拡充に係る請願について、紹介議員
　　の代表を教育福祉副委員長とし、各会派代表及び無会派の教育福祉委員を紹介議員と
する。
(2)　次回は８月22日（木）午前10時から
